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研究成果の概要（和文）：ユーゴスラヴィア社会主義連邦共和国（ユーゴ）は、4回の内戦を通じて7か国に分裂
した。ユーゴが消滅した1992年4月以来、既に20年以上が経過し、7カ国が置かれている立場は様々である。スロ
ヴェニア、クロアチアはEU加盟を果たし、それぞれ内政上の課題はあるが、政治的安定性を有している。EU加盟
候補国のセルビアはコソヴォの独立承認、モンテネグロにとってはセルビアとの距離の置き方、マケドニアには
ギリシャとの関係、国内のアルバニア人の動向が今後の課題である。EU潜在的加盟候補国のボスニア・ヘルツェ
ゴヴィナでは国家統合が進まず、コソヴォは国連加盟すらできていない。

研究成果の概要（英文）：Socialist Federal Republic of Yugoslavia (SFRJ) was divided into seven 
states through the four wars. It has passed more than twenty years since the disappearance of SFRJ. 
The political situation is various among the seven successor states. Slovenia and Croatia are the 
member of EU, and stabilized politically. The candidates for the EU membership are Serbia, 
Montenegro, and Macedonia, and these have own political issues; the recognition of Kosovo (Serbia), 
the relations with Serbia (Montenegro), and the relations with Greece and the position of Albanians 
as a minority. Among the potential candidates, Bosnia and Hercegovina cannot promote the national 
integration, and Kosovo has not yet been even a member of the UN.

研究分野：国際政治史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 1990 年に始まるユーゴスラヴィア社会主
義連邦共和国（以後、SFRJ）の解体過程は 2008
年のコソヴォ独立（再）宣言をもって一応の
終了を見た。SFRJ 後継諸国 7 カ国は、SFRJ
から独立後にいずれも EU 加盟を目指して、
対外政策を展開してきた。 
 SFRJ が位置したバルカン地域は、19 世紀
より西欧諸国とロシア、オスマン帝国（トル
コ）が鎬を削る「東方問題」の舞台であった。
東方拡大の基調にある EU、それに反発するロ
シア、EU 加盟を希望しながら難民問題を期に
EU との関係が悪化しつつあるトルコ、とバル
カン地域をめぐるパワー・ポリティクスは、
大国の顔ぶれも余り変わらずに、21 世紀に再
現されている。 
 
２．研究の目的 
 以上の背景を踏まえた本研究の目的は、ク
ロアチアの EU加盟決定後の SFRJ 後継諸国に
関して対外政策と国際関係を分析すること
である。現在、7 カ国が置かれている状況は
実に多様である。EU 加盟を遂げたスロヴェニ
アとクロアチアを含めた SFRJ 後継諸国の内
外政や相互の国際関係を明らかにし、更にバ
ルカン地域全体をめぐる国際関係について
分析することは、21 世紀の国際政治理解に大
きく貢献するものである。それにも拘わらず、
解体後の SFRJ 後継諸国について、特にその
国際関係や対外政策について網羅的に調査
している研究はなかった。こうした実情を鑑
みて、SFRJ 後継諸国に関する地域研究者を集
めて、共同研究を計画するに至った。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法は現地調査が中心である。各研
究分担者がそもそもフィールドとしている
クロアチア（石田）、ボスニア・ヘルツェゴ
ヴィナ（久保）、セルビアとモンテネグロ（定
形）、マケドニア（大庭）についてはそれぞ
れの担当国を中心に調査を行った。SFRJ 後継
諸国が EU加盟を目標している為に EUとの関
係の調査も担当者（東野）によって行われた。
勿論、比較対照の為に、本来の担当以外の国
家や組織も調査対象となっている。その他、
研究分担者で補いきれない対象国や分野は、
それぞれ研究協力者に調査を依頼した（スロ
ヴェニア（齋藤）、コソヴォ（小山）、SFRJ 後
継諸国の経済（吉井））。研究代表者（月村）
は若干の現地調査を行いつつ、全体の企画や
調整を行った。 
 研究期間の第 4年度と最終年度には、研究
分担者（石田、久保、定形、大庭、東野、月
村）、連携研究者（吉井）、研究協力者（齋藤、
小山）が参加する研究合宿を実施、研究成果
の最終報告書における表現の平仄など、執筆
に向けた調整を行った。 
 
４．研究成果 
 以下のうち、（1）は本科研の研究成果の最

終報告書の内容の該当部分を研究代表者月
村が要約し、（2）～（10）は研究代表者が適
宜補足しながら要約したものを各担当執筆
者がチェックした結果であり、（11）は研究
代表者がこの間の SFRJ 後継諸国を巡る国際
関係を俯瞰して纏めたものである（見出し語
のカッコ内は研究成果の最終報告書におけ
る該当部分の分担執筆者名）。 
 
（1）SFRJ 解体まで（月村太郎）－第一次世
界大戦後に建国されたユーゴスラヴィア王
国（1929 年まで「セルビア人・クロアチア人・
スロヴェニア人王国」）はナチス・ドイツほ
かの枢軸国によって分割されたが、1945 年
11 月にユーゴスラヴィア連邦人民共和国
（FNRJ、1963 年 4 月以降は SFRJ）として、
チトー（Josip Broz Tito）率いるユーゴス
ラヴィア共産党（KPJ、1952 年以降はユーゴ
スラヴィア共産主義者同盟（SKJ））により再
建された。SFRJ は、内政の自主管理、外交の
非同盟などユニークな政策を採用し、東西冷
戦構造においては一定のプレゼンスを維持
していたが、1980 年 5月のチトーの死後、国
家的求心力を徐々に失い、1991 年 6月のスロ
ヴェニア、クロアチア独立宣言以降、マケド
ニア、ボスニア・ヘルツェゴヴィナの独立が
続いた。SFRJ に残ったセルビアとモンテネグ
ロは 1992 年 4 月にユーゴスラヴィア連邦共
和国（SFJ）の建国を宣言し、ここに SFRJ は
消滅したのであった。 
 
（2）スロヴェニア（齋藤厚）－スロヴェニ
アは独立に伴う混乱（「10 日間戦争」）が他の
SFRJ 後継諸国よりも相対的に短期的であり、
人的・物的損害も軽微であった。従って、EU
加盟過程を最も順調に歩み 2004 年 5月の「ビ
ッグ・バン」の際に東中欧諸国、バルト 3国、
更にはキプロス、マルタと共に EU 加盟を果
たした。1990 年の議会選挙では民主野党連合
（DEMOS）が勝利したが、DEMOS にはすぐに政
権を担当する能力はなく、SFRJ の連邦幹部会
議長を務めた自由民主党（LDS）党首のドゥ
ルノウシェク（Janez Drnovšek）など SFRJ
時代の実力者が、ポスト SFRJ 時代のスロヴ
ェニアについて、独立、そして EU 加盟への
舵取りの中心にいたのである。EU に加盟し大
目標を失ったスロヴェニアはこの間の政治
に対する不満が高まり、それを結集して政権
を獲得したのが社会民主党（SDS）のヤンシ
ャ（Janez Janša）であり、彼の政権は 2008
年 9月まで継続する。 
 リーマン・ショックはスロヴェニアの屋台
骨を揺るがし、内外政は大きな袋小路に突き
当たることになった。独立以後、長らく政権
を担ってきた LDS に至っては 2008 年 9 月の
議会選挙を最後に、2011 年 12 月、2014 年 7
月の議会選挙では議席を獲得できなかった。
そして、2011 年 12 月、2014 年 7月の議会選
挙結果の第一党はいずれも新たな結成され
た「新顔」の政党であったのである。スロヴ



ェニアは依然としてリーマン・ショックの
「後遺症」に悩んでおり、その全面解決の時
期は少なくとも短期的には不明である。 
 
（3）クロアチア（石田信一）－1990 年の議
会選挙に圧勝した民族主義政党であるクロ
アチア民主同盟（HDZ）は、党首トゥジマン
（Franjo Tuđman）に率いられ、長らく与党
であり続けた。トゥジマンは選挙運動の最中
より、クロアチアのヨーロッパ（EC／EU）入
り実現を主張し、ほぼ 10 年間、クロアチア
政治に君臨した。しかし、ボスニア紛争が終
了した 1995 年 11 月以降、彼の政治手法には
強引さが目立ち、政治的スキャンダルも頻発
した。更に、ボスニア紛争中にクロアチアが
域内のセルビア人地域に仕掛けた軍事作戦
である「嵐作戦」の際にクロアチア軍が行っ
た蛮行を巡って、旧ユーゴスラヴィア国際刑
事法廷（ICTY）がトゥジマンを訴追するとい
う可能性もあったのである。トゥジマンがク
ロアチア大統領在職中に病死したことは、ク
ロアチアの独立期の終わりを象徴すると共
に、クロアチアが EU 加盟に至る道に存在す
る大きな障壁が消滅したことも意味した。 
 HDZ は、2000 年 1月の議会選挙においてク
ロアチア社会民主党（SDP）、クロアチア社会
自由党（HSLS）、クロアチア国民党（HNS）に
よる選挙連合に敗北して下野したが、2003 年
11 月の議会選挙で勝利した後、現職首相の政
治的スキャンダルにも拘わらず、2011 年 12
月から 2016 年 1 月の期間を除いて与党であ
り続けている。HDZ が野党であった期間の政
権を中心的に支えていた政党はSDPであった。
独立後のクロアチア政治において政党の乱
立が目立つ一方で、このように HDZ と SDP と
の二大政党を中心とした政党システムが続
いてきたが、2015 年 11 月、2016 年 9月の議
会選挙において、Most（「橋」の意味）が一
定の議席を維持している。新たな政党システ
ム形成の兆しの可能性がある。 
 
（4）ボスニア・ヘルツェゴヴィナ（久保慶
一）－ボスニア紛争を終了させた 1995 年 11
月のデイトン合意は、依然としてボスニアの
基本的政治枠組みであり続けている。しかし、
デイトン合意はわずか3週間の交渉による暫
定的な結果であり、現在のボスニアにおいて
はむしろ弊害の面が目立ってきている。 
 デイトン合意では、内政の実権は、国土の
51％を占め、ボシュニャク人（かつてのムス
リム人）とクロアチア人が中心であるボスニ
ア連邦、49％のセルビア人共和国（スルプス
カ共和国）という 2 つの構成体（entitet、
英語では entity）の政府に与えられている為
に、ボスニアでは極度に分権的な統治が続い
ている。また、3 民族には実質的に相互拒否
権が認められている。構成体の暴走を抑える
役割は、国際社会を代表する上級代表事務所
（OHR）に与えられている。 
 ボスニア紛争終了時の民族主義政党であ

るボシュニャク人の民主行動党（SDA）、セル
ビア民主党（SDS）、ボスニア・クロアチア民
主同盟（HDZ BiH）の各党はしばしば分裂し
ているが、民族主義的な政治勢力は全体とし
てむしろ増している印象を与える。多民族主
義的なボスニアを主張する代表的な政党で
あるボスニア社会民主党（SDP BiH）に至っ
ては、HDZ BiH と協定を締結するなど、有権
者の反発を買うことすらあった。 
 現在のボスニアにおいては、集権化を望む
ボシュニャク民族主義政治勢力と、セルビア
民族主義政党化した独立社会民主同盟
（SNSD）のドディク（Milorad Dodik）を中
心に一層の分権化を求めるセルビア人共和
国との対立に加えて、しばしばクロアチア民
族主義政治勢力が自身の構成体を求める攻
勢を強めている。これには、2013 年に EU 加
盟を果たしたクロアチア本国の EU 内外での
働きかけによる影響力を無視できない。また、
更に、こうしたボスニア政治の「監視役」で
ある OHR も、EU によって早期閉鎖を迫られて
いる。 
 
（5）セルビア（定形衛）－ミロシェヴィッ
チ（Slobodan Milošević）によってセルビア
共産主義者同盟（SKS）の後継政党としての
結党されたセルビア社会党（SPS）は 1990 年
の議会選挙で圧勝後、コソヴォ紛争での敗北、
「ブルドーザー革命」後の 2000 年 12 月の選
挙で敗れるまで与党の座にあった。セルビア
民主野党連合（DOS）が議会選挙で圧勝して
始まったポスト・ミロシェヴィッチ時代のセ
ルビア政治は、急進的な民族主義政党のセル
ビア急進党（SRS）、穏健な民族主義政党セル
ビア民主党（DSS）、改革派の民主党（DS）を
中心に展開し、また SPS もミロシェヴィッチ
の ICTY 引き渡し後も一定の影響力を保って
いた。この間、現役首相の暗殺事件も発生し
たとはいえ、セルビア政治は概ね安定してい
た。しかしそのことは、セルビア政治の停滞
をも意味したのである。 
その後、政治の主導権は DS 中心の連立政権
を率いて 2004 年 7月から 2012 年 4月まで大
統領であったタディッチ（Boris Tadić）、更
に 2014 年 7 月からセルビア首相を務めるヴ
チッチ（Aleksandar Vučić）により掌握され
ている。ヴチッチ率いるセルビア進歩党
（SNS）は 2008 年 9月に SRS から分党し、そ
の後の3回の議会選挙において組織した選挙
連合がいずれも勝利し、特に 2014 年 3 月、
2016年4月の選挙ではSNSの選挙連合が単独
過半数を獲得している。そしてヴチッチは
2017年4月のセルビア大統領選挙において勝
利した。 
現在のセルビア政治はヴチッチ中心に回
っている。ヴチッチの政治手法が強引である
という批判がある一方で、コソヴォ承認と EU
加盟という一見二律背反的な関係にある課
題を解決する「綱渡り」にはヴチッチの有す
る安定した政治基盤が必要であるとも言え



る。 
 
（6）モンテネグロ（定形衛）－1990 年の議
会選挙では、モンテネグロ共産主義者同盟
（SKCG）が勝利した。その後の 4回の紛争の
通じて生じた SFRJ 解体過程において、モン
テネグロは常に行動をセルビアと共にした。
スロヴェニア、クロアチア、マケドニア、ボ
スニア・ヘルツェゴヴィナが独立した後は、
セルビアと SRJ を結成し、その後に成立した
国家連合「セルビア・モンテネグロ」（SCG）
においてもセルビアと一緒であった。しかし、
セルビアと同じ国家に属しているが故に、モ
ンテネグロはセルビアに科せられた各種の
制裁を甘んじて受けざるを得なかったので
ある。従って、モンテネグロにおいては、一
貫して「反セルビア」の動きがあり、それを
代表した政党が SKCG の後継政党モンテネグ
ロ社会主義民主党（DPS）であり、そのリー
ダーは結党から現在までジュカノヴィッチ
（Milo Đukanović）である。ジュカノヴィッ
チは首相を通算 4期務め、1991 年からモンテ
ネグロが独立を果たす 2006 年までほぼ一貫
して要職（首相または大統領）の座にあり、
現在でのモンテネグロ政治の第一人者であ
る。 
 独立後のモンテネグロは EU 加盟を目標に
しており、現在は加盟候補国である。他方で、
ロシアの影響力も次第に強まっている。 
 
（7）マケドニア（大庭千恵子）－マケドニ
アは、1990 年の議会選挙の結果、他の多くの
SFRJ 後継諸国と異なり「無血」の独立を果た
した。社会主義政党であるマケドニア社会民
主同盟（SDSM）と保守派から中道右派に転じ
た「内部マケドニア革命組織－マケドニア民
族統一民主党」（VMRO-DPMNE）が二大政治勢
力であり、アルバニア人政党がこれに絡むと
いうのが、独立後のマケドニアにおける基本
的な政治的構図である。 
暴力に比較的無縁であったマケドニアが
武力紛争に巻き込まれたのは 2001 年 2 月末
のことであった。コソヴォから流入した武装
勢力とマケドニア国防省部隊が北部国境地
域で衝突し、混乱は半年間に及んだ。2001 年
8 月に和平とアルバニア人の政治的地位に関
するオフリド枠組み合意が成立し、以後、マ
ケドニア共和国は主権と領土的統一性維持
の一方で、地方分権化等にも配慮した改革を
行った。 
 2006 年 8 月までの SDSM 中心の連立政権以
後は、VMRO-DPMNE 主導の長期政権が続き、こ
の間に経済面では回復傾向に向かった。しか
し、2014 年以後、長期政権であるが故の強引
な政治手法などに起因する政治危機が生じ
た。EU など国際社会の仲介を経て 2016 年に
総選挙が実施されたが、VMRO-DPMNE は組閣を
断念、SDSM 中心のアルバニア人政党との連立
政権成立は予断を許さない状況となった。 
対外的には、マケドニアはギリシャとの間

に国名問題を抱え、スロヴェニアを除くどの
後継諸国よりも早くに EU との間に「安定・
連合化協定」を結んだにも拘わらず、EU加盟
プロセスは、クロアチアは勿論のこと、セル
ビアやモンテネグロの後塵を拝している。国
名問題により、NATO 加盟もブロックされてい
る。 
 
（8）コソヴォ（小山雅徳）－SFRJ 時代に共
和国として一定の主権を有していた他の後
継諸国と異なり、コソヴォはセルビア内の自
治州であった。従って、セルビアはコソヴォ
問題を常に国内問題として扱っていたが、
1998 年にコソヴォへ投入されたセルビア治
安部隊が民族的多数派アルバニア人に対し
て行った活動について、国際社会の非難が集
まり、それが 1999 年 3月から 6月の NATO 空
爆に繋がった。セルビアは「無条件降伏」し、
コソヴォは国連コソヴォ暫定行政ミッショ
ン（UNMIK）の統治下に置かれることになっ
た。その後に行われたセルビアとコソヴォと
の交渉は進まず、痺れを切らしたコソヴォは
2008 年 2月に（再）独立宣言を発したのであ
る。 
 コソヴォでは、「建国の父」ルゴヴァ
（Ibrahim Rugova）中心に 1989 年 12 月に結
成された「老舗」政党のコソヴォ民主連盟
（LDK）と武装組織コソヴォ解放軍（UÇK）が
政党に衣替えしたコソヴォ民主党（PDK）の
二大政党間の対立が長らく政界を彩ってき
た。しかし、非常に過激な主張を行う新政党
「自決」が看過できない政治力として上昇し
てきており、今後のコソヴォの政党システム
は変動の可能性がある。 
 独立後のコソヴォ政治の特徴として、「国
造り」に対する国際社会の全面的な関与があ
る。こうした国際社会の関与は、その後の紛
争後社会における「国造り」のモデルともな
っている。国際社会の全面的な関与は、結果
として多様な主体の登場に繋がっている。即
ち、文民が関わるものだけでも、UNMIK に加
え、ボスニアにおける OHR に当たる国際文民
代表（ICO）、EU コソヴォ法の支配ミッション
（EULEX）がある。北部のセルビア人居住地
区、国連加盟など問題が山積するコソヴォの
統治ガバナンスの将来は不明である。 
 
（9）対 EU・NATO 関係（東野篤子）－EC と
SFRJ との関係は概ね良好であり、SFRJ が解
体しなければ、冷戦終了後の最初の加盟国と
なった可能性すらあった。しかし、SFRJ 後継
諸国のうち、スロヴェニアを除く 6 カ国は、
東欧諸国間の EU 加盟競争において、ポーラ
ンド、チェコ、スロヴァキア、ハンガリーに
大きく遅れることになったのである。コソヴ
ォ紛争が一段落した後、欧州理事会は 1999
年 6 月に「安定・連合プロセス」を採択し、
SFRJ 後継諸国にアルバニアを加えた西バル
カン諸国に対して、EU 加盟の道筋を明らかに
した。EU が自ら加盟のイニシアチブをとった



ことは極めて異例であった。現時点では、ス
ロヴェニアとクロアチアが加盟国、セルビア、
モンテネグロ、マケドニア、アルバニアが加
盟候補国、ボスニア・ヘルツェゴヴィナとコ
ソヴォが潜在的加盟候補国となっている。 
NATOとSFRJとの関係もEUの場合と同じく、
SFRJ 解体に関わる紛争がなければ、SFRJ は
冷戦終了後の最初の加盟国となったかもし
れなかった。しかし対 EU 関係と異なり、実
際に NATO の空爆を受けた SFRJ 後継諸国の対
NATO 関係は微妙であった。「平和のためのパ
ートナーシップ」（PfP）、「加盟行動計画」
（MAP）に対する SFRJ 後継諸国の足並みは
様々である。現時点では、スロヴェニア、ク
ロアチア、アルバニアが NATO 加盟、マケド
ニアとモンテネグロが MAP に参加（モンテネ
グロは 2017 年中の NATO 加盟が見込まれる）、
セルビアとボスニア・ヘルツェゴヴィナが
PfP に参加している。コソヴォについては、
加盟プロセスが始まっていない。セルビアは
そもそもNATO加盟の希望を表明していない。 
 ウクライナ危機以後、西バルカン諸国と EU
／NATO との関係については、ウクライナ問題
の後景に退く「忘れられる」懸念と、ウクラ
イナ問題処理の取引材料に使われる「巻き込
まれる」懸念が生じている。現状は非常に流
動的であり、いずれの懸念がより深刻になる
かは不明である。 
 
（10）SFRJ 後継諸国の経済（吉井昌彦）－ス
ロヴェニアは SFRJ 後継諸国の中で最も先進
的な経済を享受している。しかし、経済構造
改革が中途であること、西欧諸国への経済依
存度を高めた結果経済構造が脆弱であるこ
とから、2008 年秋からのグローバル金融危機
による打撃から完全には立ち直っていない。 
クロアチアの 1人当たり GDPはブルガリア、
ルーマニアよりも高く、ポーランド、ハンガ
リーと同程度である。製造業の競争力が次第
に低下し、「頼みの綱」は観光業であるが、
経済回復は遅く、新たな産業の創出が求めら
れる。 
ボスニア・ヘルツェゴヴィナでは、内戦に
より生産設備の 80％が破壊されたとされ、そ
のショックから回復していない。従って、主
要な輸出品は、技術レベルが低いものが主と
なっている。 
セルビアは、SFRJ 解体に関わる紛争への責
任を問われて経済制裁を長らく受けた。しか
し、ポスト・ミロシェヴィッチ時代における
直接投資（FDI）誘致の努力をすると共に、
EU、ロシアの双方と FTA を締結している。 
モンテネグロの主要産業は圧倒的に観光
業であり、経済基盤は非常に脆弱である。ま
た、欧州中央銀行との協定なしに、ユーロを
一方的に通貨として導入している（同様な例
として、ボスニア・ヘルツェゴヴィナの兌換
マルク、コソヴォのユーロ）。 
マケドニアは市場経済化を積極的に進め
た為に一時期はプラス成長であったが、現在

は停滞している。低い産業競争力を国外から
送金で補っている。 
コソヴォは SFRJ 後継諸国の中で最も貧し
く、経済基盤も脆弱である。それを補ってい
るのが、外国政府の支援、国外からの送金、
FDI である。 
 SFRJ 後継諸国の経済戦略を分析・比較する
際に有効な視点は、競争力、移行政策、FDI
投資、地域協力の 4点である。 
 
（11）総括（月村、この部分は研究成果の最
終報告書と直接の関連はない）－最近の SFRJ
後継諸国の国際関係において見られる第1の
傾向はロシアの「復権」である。バルカン地
域に歴史的に強い影響力を有してきたロシ
アは、ソ連崩壊直後の混乱によって国力を疲
弊させ、それが EU の東方拡大を比較的容易
にさせてきたひとつの要因である。しかし、
ロシアの大国としての地位回復により、バル
カン地域における影響力回復はめざましい。
ロシアはセルビアに軍用機などの供与を約
束し、ボスニア・ヘルツェゴヴィナのセルビ
ア人共和国もロシアのボスニア・ヘルツェゴ
ヴィナ政府への影響力に期待している。2016
年 10 月にモンテネグロ議会選挙の際に企て
られたジュカノヴィッチ暗殺未遂事件にロ
シアが影響しているという情報もある。 
対照的に、難民問題を巡る足並みの乱れ、
ポピュリズムの浸透による各国国内におけ
る政治的対立の激化など、EU ではブリュッセ
ルと加盟各国との関係見直しの契機が高ま
り、それに応じて更なる東方拡大への関心が
低下している。「民主主義の赤字」について
は夙に指摘されてきたが、議論は更に先鋭化
していると言える。SFRJ 後継諸国に関しては、
「イスラム国」兵士の問題もボスニア・ヘル
ツェゴヴィナやコソヴォでは浮上している。 
SFRJ 後継諸国間の関係においては、加盟国
が未加盟国の EU 加盟プロセスの進行に対し
て、しばしば一種の影響力を行使している。
かつてはスロヴェニアがクロアチアに行っ
たし、現在では、クロアチアがボスニア・ヘ
ルツェゴヴィナのクロアチア人への働き掛
けを強めている。SFRJ 後継諸国ではないが、
ギリシャのマケドニアに対する行動は言う
までもない。SFRJ 後継諸国間において、未だ
に国交がないのは、セルビアとコソヴォであ
り、両国関係の正常化は、セルビアの EU 加
盟、コソヴォの国連加盟における大きな障害
となっている。 
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